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　平成30年佐久市議会第３回定例会において、平成29年度の決算
が認定されましたので、その概要をお知らせします。
　一般会計の歳入歳出差引額（９億4,788万1,275円）から、平成
29年度から平成30年度に繰り越した事業に充当すべき財源（２億
830万4,640円）を差し引いた額（実質収支額）は、７億3,957万
6,635円となりました。

447億6,451万9,840円

  126億5,953万7,358円
市民の皆さんなどから納付された税金
・�雇用・所得環境の改善に伴う個人市民税の増や、企業業績が好調
であったことに伴う法人市民税の増などより、昨年度に比べ増加
しました。
・�「入湯税」と「都市計画税」は、使い道が決められている「目的
税」です。
　入湯税（3,966万2,600円）は、観光施設の整備、観光振興など
に使われています。
　都市計画税（6億8,524万9,995円）は、都市計画事業（道路や
公園、街路、公共下水道事業などのまちづくり）に使われています。

  19億1,167万3,204円
他の収入科目に区分されない収入をまとめたもの

  11億3,155万4,017円
前年度から繰り越したお金

  30億6,027万9,312円
分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金

  27億1,938万7,930円
地方譲与税、地方消費税交付金などの各種交付金

  126億8,361万7,000円
市区町村の財源の不均衡を調整するため、それぞれの財政状況に応
じて交付されるお金

  69億7,657万1,019円
市の事業に対し、国や県から交付された補助金など

  36億2,190万円
学校建設などにあたり、国や金融機関から借りたお金
市では、交付税措置率の高い市債を借り入れています。

決算概要
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10億3,016万1,020円（１万396円）
農林業の振興や土地改良などに使ったお金
・農業用施設整備単独事業（用排水路等の改修工事等）：１億2,221万３千円

143億7,935万6,184円（14万5,105円）
高齢者・障害者・児童福祉や生活保護などに使ったお金
・障害者自立支援給付費（障害者福祉サービスの提供）：20億1,606万３千円
・児童保育事業費（公立・私立保育所の運営経費）：16億407万６千円

48億3,486万8,399円（４万8,790円）
小中学校建設や管理運営、文化･スポーツの振興などに使ったお金
・小学校施設整備事業費（トイレ洋式化改修工事等）：５億6,504万７千円
・岩村田小学校建設事業費：５億2,727万６千円

63億5,875万2,572円（６万4,168円）
市債（借入金）の元金・利子の償還(繰上償還含む）に使ったお金

37億5,827万816円（３万7,926円）
ごみ処理や環境保全、市民の健康増進や医療事業などに使ったお金
・地域医療事務費（浅間総合病院特別会計負担金等）：９億8,375万３千円

51億8,848万8,177円（５万2,358円）
道路・公園・市営住宅などの建設や管理などに使ったお金
・総合運動公園整備事業費：４億6,007万８千円
・道路維持修繕事業費（市道の除融雪や修繕等）：４億5,349万９千円

19億4,152万3,375円（1万9,592円）　
商工業の振興や観光事業などに使ったお金
・産業立地推進事業（工場等用地取得・設置に対する補助金等）：2億8,139万1千円

9億6,302万8,048円（9,718円）
消防団の運営、消防・救急活動などに使ったお金

4億2,804万5,126円（4,319円）
議会運営、雇用や労働者支援、災害復旧などに使ったお金

49億3,414万4,848円（４万9,792円）
人事・財産管理、企画や選挙、戸籍・住民票事務などに使ったお金"

一般会計
歳　出

438億1,663万8,565円

※市民１人あたりの金額は、平成30年３月31日現在の人口99,096人で算出しています。
　（　  ）内は市民１人当たりの金額を表しています。

平成29年度末の
基金および市債現在高

〈基金〉（定額運用基金を除く）
� 326億6,948万4千円
〈市債〉
� 483億8,862万円1千円 （市民一人当たり：44万2,164円）

一般会計・特別会計・公営企業会計
平成29年度

※�平成29年度をもって廃止となった
特別養護老人ホーム特別会計の現
在高を含む
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佐久市の一般会計決算額を家計に置き換えてみました
一般会計決算額を１万分の１にして、１年間の家計の収支に置き換えると、次のようになります。

収　入
給料（市民税・固定資産税などの
市税（126万円）・地方交付税（127万円））

253万円

アパートや不動産等貸付収入
（市施設の使用料、財産収入など）

34万円

親からの仕送り・資金援助
（国・県からの補助金など）

97万円

家の増改築等ローンの借り入れ
（市債）

36万円

預貯金の引き出し
（基金からの繰入金）

16万円

前年からの繰越金
（前年度繰越金）

12万円

合　計 448万円

支　出
食費
（職員や議員の給料などの人件費）

57万円

光熱水費や日用品の購入費
（光熱水費や消耗品購入などの物件費）

54万円

車や家電の修理費
（市が管理する施設などの維持補修費）

6万円

医療費
（福祉医療や生活保護などの扶助費）

74万円

町内会費や親戚・友人への支援
（補助費・投資及び出資金・貸付金）

72万円

家の増改築費
（学校建設や道路整備などの投資的経費）

58万円

子どもへの仕送り
（国民健康保険など他会計への繰出金）

42万円

住宅・自動車などのローン返済
（市債を返還する公債費）

64万円

預貯金
（基金への積立金）

12万円

合　計 439万円

（１年間当たり） （１年間当たり）

収入と支出の
差引残高
（翌年度への繰越金）

9万円

預貯金等の状況

預貯金（基金残高）� 327万円

ローン残高（市債残高）� 484万円
うち、給料の上乗せ分（手当）
（地方交付税算入分：約78％）� 377万円
差引本人負担額
（市債残高の約22％）� 107万円

特別会計決算総括表 （単位：円）
会　計　名 歳入決算額 歳出決算額 実質収支額

国民健康保険
会 計

事 業 勘 定 12,298,914,943 11,889,748,282 409,166,661

へき地内山
診療所勘定 364,081 332,379 31,702

浅科診療所
勘 定 14,907,910 14,081,210 826,700

介 護 保 険 会 計 9,320,487,132 9,265,027,883 55,459,249

障害者支援施設臼田学園会計 234,927,144 234,269,108 658,036

特別養護老人ホーム会計 945,128,236 894,106,881 51,021,355

後 期 高齢者医療会計 1,108,796,960 1,103,868,550 4,928,410

住宅新築資金等貸付事業会計 10,105,970 9,874,272 231,698

介護老人保健施設会計 269,083,237 264,576,731 4,506,506

奨 学 資 金 会 計 39,424,746 37,768,050 1,656,696

環境エネルギー事業会計 146,597,649 146,587,102 10,547

工業用地取得造成事業会計 361,255,725 361,255,725 0

茂 田 井 財 産 区 会 計 1,450,716 1,293,496 157,220

合　　計 24,751,444,449 24,222,789,669 528,654,780

公営企業会計決算総括表
国保浅間総合病院事業会計 （単位：円）

収益的収支 資本的収支
収入決算額
（消費税込） 7,497,153,595 321,127,000

支出決算額
（消費税込） 7,335,882,985 651,217,926

当年度純利益
（消費税抜き） 108,308,146

当年度未処理欠損金
（消費税抜き） 845,840,751

下水道事業会計 （単位：円）
収益的収支 資本的収支

収入決算額
（消費税込） 3,519,783,306 1,266,947,680

支出決算額
（消費税込） 3,275,330,113 2,226,299,615

当年度純利益
（消費税抜き）   220,817,359

当年度未処分
利益剰余金

（消費税抜き）
1,035,262,208
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財政指標で見る佐久市の財政状況
　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断する『経常収支比率』、財政力を示す『財政力指数』、地方公共団体の財
政が「健全」、「要注意」のいずれの状態にあるのか、また、各公営企業会計の経営状態を判断できる『財政健全化
判断比率４指標（実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担比率）』および『資金不足比率』
は、次のとおりとなっています。
　なお、平成29年度決算に基づく佐久市の『健全化判断比率』は、４つの指標いずれも早期健全化基準を超えない
「健全な状態」を維持しています。

経常収支比率
82.2％
（H28　82.9％）

県内19市中
１位

　地方公共団体の財政の弾力性（ゆと
り）を見るための指標です。　この数
値が低いほど、財政にゆとりがあり、
様々な状況の変化に柔軟な対応が出来
ることを示しています。

財政力指数
0.504
（H28　0.506）

県内19市中
16位

　地方公共団体の財政に力があるかどうかを表す指標です。この数値が
高いほど財政力が強く、1.0を上回れば普通交付税の交付を受けません。
　近年は低下傾向にありますが、これは主に合併特例事業債などの交付
税措置率の高い市債を借り入れたことにより、普通交付税の算定に係る
基準財政需要額が増加しているためです。
〈財政力指数〉＝〈基準財政収入額〉÷〈基準財政需要額〉（３か年平均）

資金不足比率

健全化判断比率４指標

実質赤字比率
　１年間の収入に対する、
一般会計等の赤字の割合を
示すものです。　この比率
が高くなるほど、赤字の程
度が大きいということにな
ります。

赤字なし
（県内全市赤字なし）

H28　赤字なし

早期健全化基準
11.92％

実質公債費比率
　佐久市が一年間で自由に
使えるお金のうち、その年
の借金の返済に使われるお
金の割合を示すものです。

0.0％
（県内19市中１位）

H28　0.0％

早期健全化基準
25.0％

連結実質赤字比率
　１年間の収入に対する、
公営事業会計を含む全ての
会計の赤字の割合を示して
おり、佐久市全体の赤字の
程度を表します。

赤字なし
（県内全市赤字なし）

H28　赤字なし

早期健全化基準
16.92％

将来負担比率
　佐久市が一年間で自由に
使えるお金のうち、一般会
計等が将来支払っていく借
金の返済額の割合を示すも
のです。この比率が大きい
ほど、将来の佐久市の財政
を圧迫すると見込まれます。

数値なし
（県内４市数値なし）

H28  数値なし

早期健全化基準
350.0％

※‌�実質赤字比率・連結実質赤字比率は算定の基礎となる赤字がなかったこと、将来負担比率は、将来負担額よりも
基金などの充当できる資金が上回ったことから数値はありません。
※�早期健全化基準とは、国が示す「要注意状態」を判断するための基準で、この基準を超えると財政再建のための
計画を作り、立て直しに取り組む必要があります。

　資金不足額を公営企業の事業規模である
料金収入の規模と比較して指標化したもの
です。
　この比率が高いほど、料金収入に対する
資金の不足額が大きいことになり、料金収
入だけで資金不足を解消するのが難しく、
経営に問題があることになります。

国保浅間総合病院
事業会計

資金不足なし

下水道
事業会計

資金不足なし
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